
 

 

○ 固定資産税の安定的確保 

固定資産税は、市町村税収の大宗を占める重要な基幹税目であり、市

町村の行政サービスを支えるうえで不可欠なものとなっていることか

ら、引き続きその安定的確保を図ること。 

とりわけ償却資産に対する課税については、国の経済対策等の観点か

ら、制度の根幹を揺るがす見直しは断じて行うべきではなく、現行制度

を堅持すること。 

 

○ ゴルフ場利用税の現行制度の堅持 

ゴルフ場利用税については、その税収の７割が交付金としてゴルフ場

所在市町村に交付されており、ゴルフ場関連の財政需要に要する貴重な

財源となっていることから、現行制度を堅持すること。 

 

○ 地方法人課税の偏在是正に当たっての都市自治体の意見の反映 

消費税率（国・地方）10％段階で法人住民税法人税割の交付税原資化

を更に進めるに当たっては、都市自治体の意見を十分に踏まえること。

企業誘致や地域の産業経済活性化のための様々な施策を通じて税源涵

養を図っている都市自治体の努力が損なわれることのないよう十分配

慮すること。 

今回の法人住民税法人税割の交付税原資化については、地方消費税率

の引上げに伴う地方団体間の財政力格差を是正するために創設された

ものであり、これを地方一般財源の不足に対する確保策としないこと。 

 

○ 国保・介護・少子化対策等の安定財源を確保するための消費税率の引上げ 

消費税率（国・地方）の引上げについては、持続的な社会保障制度を

構築し、その安定財源を確保する観点から、平成 27年 10 月からの措置

についても法の規定に基づき適切に対応すること。 
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